被災宅地危険度判定制度の概要について

1　制度の目的

　この制度は、市町において、災害対策本部が設置されることとなる規模の地震又は大雨等により、宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合、被災宅地危険度判定士（以下「宅地判定士」という）を活用して、宅地被害の状況を迅速かつ的確に把握し、危険度判定を行うことにより、二次災害を軽減、防止し、住民の安全の確保を図ることを目的としています。
2 制度制定の経緯

（1）背景

　平成7年1月17日に発生した阪神・淡路大震災では、阪神・淡路の広範囲な地域において未曾有の災害をもたらしました。

　宅地についても、丘陵地の住宅地を中心に多くの被害があり、崩壊は免れたものの非常に危険な状態の宅地が多数発生しました。

　これらの宅地における二次災害の発生を防止するとともに、復旧作業のために被災状況を早急に把握する必要が生じましたが、地元自治体だけでは、これらに対応しきれない状況で住宅・都市整備公団、全国宅地擁壁協会等が協力し調査が行われました。　　　

　宅地被害が広範囲に発生した場合には、被災した地元自治体だけでは、早急な被害状況調査の実施が困難であることが明らかになり、地域の枠組みを越えた調査体制の整備が必要となりました。　

　
（2）協議会の体制整備

　このような状況から、平成9年1月に建設省経民発第2号により「被災宅地危険度判定制度について」として通達があり、平成9年5月に被災宅地危険度判定連絡協議会（国土交通省、47都道府県、12政令市等）を設立し、「被災宅地危険度判定実施要綱」を制定するとともに、中国・四国地方の相互支援、連絡体制の確立に向け、平成11年7月に中国・四国被災宅地危険度判定連絡協議会（9県、1政令市）を設立しています。

　県内においては、平成11年に広島県地震被災建築物応急危険度判定協議会が設立されていましたが、芸予地震において、建築物被害と共に宅地も著しい被害が発生したことから平成14年12月に広島県被災建築物・宅地危険度判定連絡協議会（以下「県協議会」という。）として拡大・改編し現在に至っています。

　県協議会は、県内全市町で構成していますが、特に被災時の影響が大きいと想定される都市計画区域若しくは宅地造成工事等規制区域を有する市町により被災宅地特有の課題を検討するための部会を県協議会に設置することとなり、平成15年1月に広島被災建築物・宅地危険度判定連絡協議会宅地部会（以下「部会」という。）が開催され、具体的な検討を行うための体制が完成しました。

3 対象宅地

対象宅地は、宅地造成及び特定盛土等規制法第2条第1号に規定する宅地のうち住居である建築物の敷地及び危険度判定実施本部長が危険度判定の必要を認める建築物の敷地及びこれらに被害を及ぼす恐れのある土地をいいます。

4　宅地判定士とその要件

　宅地判定士は、被災宅地の状況によって、調査、危険度判定する知識及び経験を有する技術者です。

　宅地判定士は、次のいずれかの要件を満たした、被災宅地危険度判定士養成講習会を受講し、登録された、土木・建築の技術者です。（要件④は、H24.4.1から追加）
1 宅地造成及び特定盛土等規制法施行令第22条各号のいずれか又は都市計画法施行規則第19条第1号イからトまでのいずれかに該当する者
2 国、地方公共団体等の職員及びこれらの職員であった者で、土木、建築又は宅地開発に関する技術に関して3年以上の実務経験を有する者

3 国、地方公共団体等の職員及びこれらの職員であった者で、土木、建築又は宅地開発に関して10年以上の実務経験を有し、知事が認めた者
4 建築士法による二級建築士の資格を有し、土木、建築又は宅地開発に関する技術に関して4年以上の実務経験を有する者及び建設業法による土木・建築・造園に関する一級施工管理の資格を有する者又は二級施工管理の資格を有し、土木、建築又は宅地開発に関する技術に関して5年以上の実務経験を有する者
　　　　　　　　　　　　　　　

５　危険度判定の実施手順

　地震・大雨等により、宅地が被害を受け、各市町の災害対策本部長が危険度判定の実施を決定した場合、県災害対策本部（以下「判定支援本部」という）へ連絡します。

　判定支援本部は、各市町から判定実施の連絡を受けた場合、直ちに支援実施を決定し、支援業務にあたります。

　各市町は災害対策本部の中に判定実施本部を設置し、入手した情報により判定必要
地域の範囲・被災程度の概要と危険度判定の実施計画を作成し、必要とする宅地判定士数、資材・機材及び判定実施の期間を決定し、判定支援本部へ支援要請します。
　判定支援本部は、各市町からの支援要請内容に基づき、判定士の召集・判定用の資機材を確保し、判定支援支部（各建設事務所建築課）へも連絡し、判定士を集合場所へ

出動させます。

　判定士は、指定された場所に集合し、各市町の判定実施本部の指示を受け判定活動

を行うこととなります。

６　危険度判定作業と判定結果の表示

　判定作業は、1人の判定士が判定作業に従事する期間は、最長でも連続1週間程度

で3～4人が1組になって、宅地の被災状況を調査し、変状項目ごとの配点から危険度

を分類します。

　判定結果については、判定ステッカー（調査済宅地、要注意宅地、危険宅地）を当該宅地に表示します。

・調査済宅地　この宅地の被災程度は小さいと考えられます。
· 要注意宅地　この宅地に入る場合は十分注意して下さい。

· 危険宅地　　この宅地に立ち入ることは危険です。

７　被災宅地危険度判定士養成講習会について

　判定士講習会については、平成9年から平成14年までは被災宅地危険度判定連絡協議会（全国）が主催で講習会を開催していましたが、平成15年度から各都道府県が主催し、必要に応じて開催できることとなりました。

　この判定士は全国で1万人を養成する計画になっており、本県でも、285人以上を確保する目標を掲げ、平成9年度から順次養成に取り組み、令和４年度末で936名の判定士を登録しています。

　

８　被災宅地危険度判定制度の体制整備経緯

平成9年1月9日　国土交通省から「被災宅地危険度判定制度について」

　 平成9年5月　　　被災宅地危険度判定連絡協議会の設立及び規約の制定

　　　　　　　　　　　　　（国土交通省、47都道府県、12政令市等）

　 平成10年2月　　被災宅地危険度判定実施要綱の制定

　 平成11年7月　　中国・四国被災宅地危険度判定連絡協議会の設立及び規約の制定

　　　　　　　　　　　　（9県、1政令市）

　 平成13年5月　　危険度判定実施マニュアル等の策定

　 平成14年12月　 広島県被災建築物・宅地危険度判定連絡協議会に拡大・改編

　 平成15年3月　　広島県被災宅地危険度判定実施要綱策定

　 平成15年3月　　広島県被災宅地危険度判定士認定登録要綱策定

　 平成16年5月　　広島県地域防災計画に被災宅地危険度判定を位置づけ

平成21年3月　　被災宅地危険度判定実施計画作成マニュアルの策定

　 平成21年3月　　被災宅地危険度判定調整員業務マニュアルの策定
９　今後の取り組み

　危険度判定活動は、被災した市町が実施主体となって行うことから、県内の各市町が、地域防災計画にこの被災宅地危険度判定制度の位置づけを明記しなければ、実施することは困難となります。

　広島県地域防災計画には、平成16年5月に被災宅地危険度判定業務が盛り込まれました。

　今後市町におかれましても、被災宅地危険度判定制度を「市町地域防災計画」へ位置づけし、「実施に関する計画」（実施要綱）の策定と被災時の判定体制の整備を検討していただき、県、市町との相互支援、連絡体制の確立を図ることが望まれます。
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